
注　　記

　１．引当金の計上基準その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針

　（１）引当金の計上基準

　　  ・徴収不能引当金

　　　　　未収入金等の金銭債権の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

　　　・退職給与引当金

　　　　　退職金の支給に備えるため、期末要支給額の100%を計上している。

      ・賞与引当金　　　

        教職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当会計年度に負担すべき額を計上している。

  （２）その他の重要な会計方針

　　　・有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　移動平均法に基づく原価法である。

　　　・棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　先入先出法による原価法である。

　　　・預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

　　　　　預り金、立替金、預け金に係る収入と支出は相殺して表示している。

　　　・食堂その他教育研究活動に付随する活動に係る収支の表示方法

　　　　　補助活動に係る収支は総額で表示している。

　　　

　２．重要な会計方針の変更等

  （１）改正後の学校法人会計基準（昭和46 年文部省令第18 号）の適用

      当年度から、学校法人会計基準の一部を改正する省令（令和６年文部科学省令第28号）に基づく改正後の学校法人会計

    基準を適用し、計算書類及びその附属明細書の様式を変更している。

  （２）賞与引当金の計上

      学校法人会計基準の改正により、引当金の計上基準が明確化されたことに伴い、当年度から計上している。

    これにより期首に計上すべき額として特別収支に106,776,180円を計上し、当年度に賞与として支給した額から特別収支の

      計上額を除いた額及び支給は翌年度であるが当年度の支給対象期間に相応する額として、人件費に281,375,640円を計上し

      ている。

 　     この結果、従来の方法と比較して教育活動収支差額、経常収支差額が4,512,362円減少し、基本金組入前当年度収支差額

      が111,288,542円減少している。

 

　３．減価償却額の累計額の合計額                                             20,076,476,130 円

 

　４．徴収不能引当金の合計額                                                     16,455,756 円

 

　５．担保に供されている資産の種類及び額

　　　  担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 土　　地                5,874,566,252 円

　　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建　　物                5,390,339,983 円

 

　６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額    2,003,004,689 円

 

　７．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

　　　　第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

　８．セグメント情報

（単位　円）

 

   （注１）各セグメントの主な区分方法は、「日本経済大学」「福岡こども短期大学」「リンデンホール中高学部、小学部、

           幼稚園」「その他」に区分している。「その他」には、学校法人部門のほか、保育園部門を含んでいる。

   （注２）収入額及び支出額の各セグメントへの配分方法は、昭和55 年11 月４日付け文管企第250 号文部省管理局長通知

          「資金収支内訳表等の部門別計上及び配分について（通知）」に記載の方法を適用している。

 
部門                 科目

教育活動収入計

教育活動支出計

教育活動収支差額

福岡こども短期大学
リンデンホール中高
学部,小学部,幼稚園 その他

457,121,660

676,786,671

219,665,011△   

0

219,665,011△   

1,458,173

218,206,838△   

15,997,456△    

234,204,294△   

751,559,442

日 本 経 済 大 学

6,849,264,370

4,986,689,503

1,862,574,867

28,775,134△     

1,833,799,733

82,421,409△     

1,751,378,324

286,398,509△    

862,695,533

111,136,091△    

141,307,562

353,465,745

212,158,183△    

223,530,033△    

1,009,950△      

教育活動外収支差額

経常収支差額

特別収支差額

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額合計

当年度収支差額

345,821,378△    

1,405,556,946

122,552,620△    

29,931,772△     

152,484,392△    

0

111,136,091△    

11,416,529△     

11,371,850△     

224,539,983△    

61,858,526△     453,609,132△          

732,469,751

合　　　　　　計

8,199,253,034

6,879,637,452

1,319,615,582

40,146,984△           

1,279,468,598

93,389,715△           

1,186,078,883



　９．子法人に関する事項

　　　　　　　該当なし

１０．学校法人の出資による会社に係る事項

　　　　　　　該当なし

１１．関連当事者との取引

　　  関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

（単位　円）

役員の
兼任等

事業上
の関係

子法人 出資会社
学校法人
間取引

都築学園
福岡市
南区

－ 学校法人 －
兼任
2名

不動
産賃
貸借

都築教育学園
鹿児島県
霧島市

－ 学校法人 －
兼任
2名

不動
産賃
貸借

㈱香椎造園 福岡市 40,000,000 造園業 －
兼任
1名

施設
の
維持
管理

エース印刷㈱ 福岡市 10,000,000 印刷業 －
兼任
1名

印刷
物
の委
託

 取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）

（注2）

（注3）

（注4）

１２．学校法人間の財務取引

　　　学校法人間取引の内容は、次のとおりである。

（単位　円）

子法人 関連当事者

（注1）

１３．重要な後発事象

　　　該当なし

１４．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

　（１）有価証券の時価情報

　　①総括表

（単位　円）

他の注記事項との関係

関係あり

期末残高

－

他の注記事項との関係

関係あり

期末残高

－

－

賃借料について、固定資産税や減価償却額などの費用を参考に決定している。

校地の
賃借
(注1)

2,178,678

短期借入金 －

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 198,223,200 403,149,600 204,926,400

（うち満期保有目的の債券） － － －

当年度（令和 8年3月31日）

貸借対照表計上額 時　　　　価 差　　　額

時価が貸借対照表計上額を超えないもの － － －

（うち満期保有目的の債券） － － －

－

合　　　　　計 198,223,200 403,149,600 204,926,400

（うち満期保有目的の債券） － －

事業の
内容又
は職業

勘定科目

－

－

属　性
役員、
法人等
の名称

住 所
資本金又
は出資金

都築科学学園

学校法人名

時価のない有価証券 496,362,832

借入金利息はゆうちょ銀行定期預金（3年もの）の利率とし、毎年年度末に支払っている。
なお、土地・建物を担保に供している。登記は行っていない。

住   所 取引の内容 取引金額 勘定科目

都築科学学園
東京都
立川市

－ 学校法人 － －
資金
の借
入

短期借入金

借入金
の返済
(注2)

借入金利息はゆうちょ銀行定期預金（3年もの）の利率とし、毎年年度末に支払っている。
なお、土地・建物を担保に供している。登記は行っていない。

工事等の代金については、市場価格を勘案して、一般取引条件と同様に決定している。

印刷代金については、市場価格を勘案して、一般取引条件と同様に決定している。

1,729,100

3,606,350

15,569,300

東京都立川市 借入金の返済(注1) 100,000,000

未 払 金

未 払 金

有価証券合計 694,586,032

100,000,000

議決権
の所有
割合

関 係 内 容
取引の
内  容

取引金額

印刷物の
委託(注

4)
16,289,350

97,289,322関係法人

関係法人

役員及び
その近親者が
議決権の

過半数を所有
している会社

営繕工事
等

の委託
(注3)

関係法人

校地の
賃借
(注1)



　　②明細表

（単位　円）

　（２）通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　　①　平成２１年４月１日以降に開始したリース取引

　教育研究用機器備品

　管理用機器備品

　車両

　　　　②　平成２１年３月３１日以前に開始したリース取引

未経過リース料期末残高

16,705,108 円

198,223,200 403,149,600

未経過リース料期末残高

－ －

－ －

リース資産の種類 リース料総額

30,395,090 円 17,786,010 円

リース物件の種類 リース料総額

11,402,424 円 7,288,611 円

204,926,400

時価のない有価証券 496,362,832

有価証券合計 694,586,032

198,223,200 403,149,600 204,926,400

貸付信託 － －

    該当なし

そ の 他

合　　　　　計

24,116,652 円

種　　　　　　　類
当年度（令和 8年3月31日）

貸借対照表計上額 時　　　　価 差　　　額

債　　券 － － －

株　　式

投資信託 －

－

－


